
 
 
 
 
 

峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町 

合 併 協 議 会 

 

第７回 住民・福祉・教育小委員会 

 

 

 

 

 

 

日時 ： 平成１４年１０月１０日(木) 

 

場所 ： アグリセンター大宮 会議室 

  

  



次 第 
 

１．開会 
 
 
 
２．議題 
  
（１）協議第１号 １９－１７ 介護保険の取扱いについて（その２） 
 
 
（２）協議第２号 １９－２２ 社会教育の取扱いについて（その３） 

 
  
 （３）次回の議題について 
   ・協定項目の協議について 
 
 
（４）次回の会議開催について 
  ・第８回住民・福祉・教育小委員会  
  日時 平成１４年１１月７日(木) 午後１時３０分～ 
   場所 弥栄町役場 会議室 
    
 
 
３．その他 
 （１）幼保一元化について 
 
 （２）合併協議会の継続協議事項（３項目）について 
 
 （３）新市建設計画の中間案の具体化に向けて 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 19－17 介護保険の取扱い 整理番号 １９－１７－１－１ 専門部会名 保健福祉部会 

分    類 1 介護保険料 分科会名 介護保険分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

 

１ １号被保険者の保

険料基準額  

  （月額） 

 

 

平成１４年度徴収保険

料(年額) 

所得段階 

第１段階   

 

第２段階  

 

第３段階  

 

第４段階  

 

第５段階  

 

第６段階  

 

２，７４３円 

 

 

 

 

 

 

 

１６，４００円 

 

２４，６００円 

 

３２，９００円 

 

４１，１００円 

 

４９，３００円 

 

２，６３４円

 

 

 

 

 

 

 

９，５００円

２２，１００円

３１，７００円

３９，６００円

４７，５００円

６３，４００円

２，７７８円

 

 

 

 

 

 

 

１６，６００円

２５，０００円

３３，３００円

４１，６００円

５０，０００円

 

２，６２４円

 

 

 

 

 

 

１５，７００円

２３，６００円

３１，４００円

３９，３００円

４７，２００円

 

 

 

２，６７７円

 

 

 

 

 

 

 

１６，０００円

２４，０００円

３２，１００円

４０，１００円

４８，１００円

 

 

 

２，６４０円 

 

 

 

 

 

 

 

１５，８４０円 

 

２３，７６０円 

 

３１，６８０円 

 

３９，６００円 

 

４７，５２０円 

 

 

 

 

根拠条例・要綱・規則等 峰山町介護保険条例 大宮町介護保険条例 網野町介護保険条例 

 

丹後町介護保険条例 

 

弥栄町介護保険条例 久美浜町介護保険条例 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 19－17 介護保険の取扱い 整理番号 １９－１７－１－１ 専門部会名 保健福祉部会 

分    類 1 介護保険料 分科会名 介護保険分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

（案） 

 

  

 一元化に調整の上、新市に移行する。 

 

 平成１６.・１７年度の保険料は、合併前に事業計画を策定し、算定する。 

 

１ １号被保険者の保険料基準額 

 

    各町により、サービス供給量に違いがあるため、保険料に差がある。 

 

    大宮町のみ６段階の保険料設定になっている。 

 

 

  

 

 

   

 

  

小委員会確認期日  協議会確認期日  
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 19－17 介護保険の取扱い 整理番号 １９－１７－１－２ 専門部会名 保健福祉部会 

分    類 1 介護保険料 分科会名 介護保険分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

２ 第１号被保険者所

得段階別人数 

（平成13年3月保険料

賦課人数） 

 

所得段階 特別徴収 

対象者 

第１段階   

第２段階  

第３段階  

第４段階  

第５段階  

 

所得段階 普通徴収 

対象者 

第１段階   

第２段階  

第３段階  

第４段階  

第５段階  

  

 

所得段階 対象者合

計 

第１段階   

第２段階  

第３段階  

第４段階  

第５段階  

 

  

 

 

 

 

 

２，７１９人 

 

１０人 

８５７人 

１，２６４人 

３９７人 

１９１人 

 

 

５６７人 

 

１８人 

１５５人 

２４６人 

１０５人 

４３人 

 

 

３，２８６人 

 

２８人 

１，０１２人 

１，５１０人 

５０２人 

２３４人 

 

 

 

 

 

 

 

２，０２１人

８人

６６５人

１，０３０人

２３９人

７９人

４５５人

１７人

１６６人

１６７人

８６人

１９人

２，４７６人

２５人

８３１人

１，１９７人

３２５人

９８人

 

  

 

 

 

３,３０８人

１１人

１,０７４人

１,７０３人

３６５人

１５５人

６１５人

２５人

２０１人

２３６人

１２１人

３２人

３，９２３人

３６人

１，２７５人

１，９３９人

４８６人

１８７人

 

 

 

 

 

１，８７９人

２人

８２０人

８１３人

１８６人

５８人

３４２人

２５人

１１２人

１２２人

６２人

２１人

２，２２１人

２７人

９３２人

９３５人

２４８人

７９人

 

 

 

 

 

１，４０３人

２人

３６２人

７９６人

１８５人

５８人

２６７人

１３人

８９人

１０２人

５１人

１２人

１,６７０人

１５人

 ４５１人

 ８９８人

２３６人

７０人

 

 

 

 

 

３３４５人 

 

１０人 

１０７８人 

１８１０人 

３６４人 

８３人 

 

 

３４６人 

 

２４人 

１１２人 

１８１人 

２２人 

７人 

 

 

３，６９１人 

 

３４人 

１，１９０人 

１，９９１人 

３８６人 

９０人 

 

 

 

 

根拠条例・要綱・規則等 峰山町介護保険条例 大宮町介護保険条例 

 

網野町介護保険条例 

 

丹後町介護保険条例 

 

弥栄町介護保険条例 久美浜町介護保険条例 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 19－17 介護保険の取扱い 整理番号 １９－１７－１－２ 専門部会名 保健福祉部会 

分    類 1 介護保険料 分科会名 介護保険分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

（案） 

 

   

 

 

 ２ 第１号被保険者所得段階別人数（資料）  

 

小委員会確認期日  協議会確認期日  
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 19－17 介護保険の取扱い 整理番号 １９－１７－１－３ 専門部会名 保健福祉部会 

分    類 １ 介護保険料 分科会名 介護保険分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

３ 保険料賦課・徴収 

①賦課担当部署 

 

②徴収担当部署 

 

③普通徴収納付回数 

納付月 

 

④課税所得の把握方 

法   

 

 

⑤特別徴収 

併徴の有無 

徴収方法 

 

 

 

 

 

保健福祉課 

 

保健福祉課 

 

１０回 

６月～３月 

 

毎月の賦課時に税務課と連携。 

転入者はその都度前住地に所得

照会 

 

 

有 

口座振替、納付書 

 

 

 

 

 

福祉課 

 

福祉課 

 

同左 

同左 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

同左 

 

 

 

 

 

保険医療課 

 

保険医療課 

 

同左 

同左 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

同左 

 

 

 

 

 

保健福祉課 

 

保健福祉課 

 

同左 

同左 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

同左 

 

 

 

 

 

税務課 

 

税務課 

 

同左 

同左 

 

転入者等前住所地に照会 

 

 

 

 

同左 

同左 

 

 

 

 

 

保健福祉課 

 

保健福祉課 

 

同左 

同左 

 

峰山町に同じ 

 

 

 

 

同左 

同左 

 

 

 

 

根拠条例・要綱・規則等       
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 19－17 介護保険の取扱い 整理番号 １９－１７－１－３ 専門部会名 保健福祉部会 

分    類 1 介護保険料 分科会名 介護保険分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

（案） 

 

  

 一元化に調整の上、新市に移行する。 

 

   賦課・徴収とも担当課で行う。 

 

徴収方法については他の税金、使用料の徴収方法の扱いを考慮し、適正な徴収に努める。    

 

３ 保険料賦課・徴収 

 

  峰山町、大宮町、網野町、丹後町、久美浜町   介護保険担当課が賦課・徴収事務を行っている。 

 

  弥栄町                    税務課が、賦課・徴収を行っている。 

 

 

 

   

 

   

 

 

   

 

 

小委員会確認期日  協議会確認期日  
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 19－17 介護保険の取扱い 整理番号 １９－１７－１－４ 専門部会名 保健福祉部会 

分    類 １ 介護保険料 分科会名 介護保険分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

４ 減免・徴収猶予処 

理   

①減免・徴収猶予基

準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②減免実績の有無 

③境界層認定者数 

 

根拠条例・要綱・規則

等 

 

５ 仮徴収額 

①仮徴収の実施 

 

②仮徴収額通知書発

行の有無 

 

６ 過誤納管理 

還付手続 

 

７ 各通知書の発行 

   

 

 

①１号被保険者または属する世

帯の生計中心者が震災、風水害

により住宅等財産に著しい損

害を受けたとき 

②世帯の生計中心者が、死亡又は

重度の障害あるいは長期入院

により著しく収入が低下した

とき 

③世帯生計中心者が事業の休廃

止、失業等により著しく収入が

減少したとき 

④世帯生計中心者の収入が干ば

つ等による農産物の不作等に

より著しく減少したとき 

⑤その他特別の事情があるとき 

 

無 

４人 

 

峰山町介護保険条例 

 

 

 

有 

 

有 3月発行 

 

 

 

中旬､相続人の口座還付 

 

 

納入通知書 

 

更生通知書 

 

 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

１人 

 

大宮町介護保険条例 

 

 

 

同左 

 

有 

 

 

 

中旬、相続人・本人に口座還付ま

たは窓口還付 

 

同左 

 

同左 

 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

１人 

 

網野町介護保険条例 

 

 

 

同左 

 

有 

 

 

 

中旬に処理､相続人の口座還付 

 

 

同左 

 

同左 

 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

同左 

 

 

 

  

同左 

０人 

 

丹後町介護保険条例 

 

 

 

同左 

 

無 

 

 

 

異動翌々月に処理 

振込先の通知を受け、処理。 

 

同左 

 

同左 

 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

０人 

 

弥栄町介護保険条例  

 

 

 

同左 

 

無 

 

 

 

同左 

 

 

同左 

 

同左 

 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

１人 

 

久美浜町介護保険条例 

 

 

 

同左 

 

無 

 

 

 

中旬に処理､相続人の口座還付 

 

 

同左 

 

同左 

根拠条例・要綱・規則等       
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 19－17 介護保険の取扱い 整理番号 １９－１７－１－４ 専門部会名 保健福祉部会 

分    類 1 介護保険料 分科会名 介護保険分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

（案） 

    

 ４ 徴収猶予、減免処理 

 

     一元化に調整の上、新市に移行する。 

       峰山町の例により、統一する。 

 

 

 

 ５ 仮徴収額変更 

    

     一元化に調整の上、新市に移行する。 

       発行する。 

 

 

 

 ６ 過誤納管理還付手続 

  

      峰山町の例により、統一する。 

 

 

７ 各通知書の発行 

 

      現行のまま、新市に継承する。 

 

 

４ 徴収猶予、減免処理 

 

     徴収猶予、減免基準について、５町が同一の規定である。 

    峰山町は、「特別な事情」についても規定している。 

  

 

 

５ 仮徴収額変更 

 

    仮徴収額発行   有  峰山町、大宮町、網野町  

             無  丹後町、弥栄町、久美浜町 

 

 

 

６ 過誤納管理還付手続 

 

    各町ともほぼ同一の事務を行っている。 

 

 

７ 各通知書の発行 

    

    各町とも、同一の事務を行っている。 

 

    

小委員会確認期日  協議会確認期日  
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 19－17 介護保険の取扱い 整理番号 １９－１７－４－１ 専門部会名 保健福祉部会 

分    類 ４ 受給者管理 分科会名 介護保険分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

１ 認定等記録管理 

申請書・意見書・

認定調査票等の管

理方法  

 

 

２ 認定調査 

①調査方法 

調査票 

 

②委託の場合 

委託方法 

返送方法 

 

委託料 

  

 

 

３ 主治医意見書 

依頼方法 

 

回収方法 

 

 

手数料 

  (全国単価) 

 

 

４ 資格者証 

交付の有無 

交付方法 

回収方法 

  

個人毎のファイルに履歴を収録 

 

 

 

 

 

 

原則臨時職員、一部委託 

紙（調査用紙） 

 

 

電話連絡の後、依頼書送付 

郵送 

 

在宅４，０００円 

施設３，５００円 

 

 

 

町から文書で依頼 

 

郵送により回収 

 

 

在宅新規5,000円 継続4,000円 

施設新規4,000円 継続3,500円 

 

 

 

有 

随時交付 

無、被保険者にて破棄依頼 

 

申請書綴り 

意見書・調査票は個人ファイル 

 

 

 

 

 

臨時職員（遠方は委託） 

紙（調査用紙） 

 

 

同左 

郵送 

 

同左 

同左 

 

 

 

同左 

 

郵送による返送 

 

 

同左 

同左 

 

 

 

有 

同左 

同左 

 

個人毎のファイルに履歴を収録 

 

 

 

 

 

 

事業所に一部委託 

紙（調査用紙） 

 

 

同左 

持込、郵送 

 

同左 

同左 

 

 

 

同左 

 

郵送 

 

 

同左 

同左 

 

 

 

有 

同左 

同左 

 

個人毎のファイルに履歴を収録 

 

 

 

 

 

 

事業所委託、一部職員 

紙（調査用紙） 

 

 

同左 

持込、郵送 

 

同左 

同左 

 

 

 

同左 

 

持込、郵送 

 

 

同左 

同左 

 

 

 

有 

同左 

同左 

 

個人毎のファイルに履歴を収録 

 

 

 

 

 

 

施設入所者、遠隔地のみ委託 

マークシート 

 

 

同左 

持込、郵送 

 

同左 

同左 

 

 

 

同左 

 

医療機関より返送、又は本人が持

参 

 

同左 

同左 

 

 

 

有 

同左 

同左 

 

申請書綴り 

意見書・調査票は個人ファイル 

 

 

 

 

 

職員、一部委託 

紙（調査用紙） 

 

 

同左 

持込、郵送 

 

同左 

同左 

 

 

 

同左 

 

郵送 

 

 

同左 

同左 

 

 

 

有 

同左 

同左 

 

根拠条例・要綱・規則等 峰山町介護保険条例施行規則 大宮町介護保険施行規則 網野町介護保険条例施行規則 丹後町介護保険条例施行規則 弥栄町介護保険条例施行規則 久美浜町介護保険条例 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 19－17 介護保険の取扱い 整理番号 １９－１７－４－１     専門部会名 保健福祉部会 

分    類 ４ 受給者管理 分科会名 介護保険分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

（案） 

１ 認定等記録管理 

 

  現行のまま、新市に継承する。 

 

 

２ 認定調査 

    

    原則として職員が行い、遠隔地のみ委託する。調査用紙はマークシートに統一する。 

     

   

 

３ 主治医意見書 

 

    回収方法については、郵送を基本とする。 

 

 

 

４ 資格者証 

    

    現行のまま、新市に継承する。 

 

１ 認定等記録管理 

 

各町とも同一の事務を行っている。 

 

 

２ 認定調査 

  

 調査方法について、各町に違いがある。 

   

 

 

３ 主治医意見書 

 

   各町とも、ほぼ同一の事務を行っている。 

     

 

 

４ 資格者証 

 

  交付 各町とも同一の事務を行っている。 

  

 

 

 

 

 

 

小委員会確認期日  協議会確認期日  
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 19－17 介護保険の取扱い 整理番号 １９－１７－４－２ 専門部会名 保健福祉部会 

分    類 ４ 受給者管理 分科会名 介護保険分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

５ 利用者負担減免 

経過分 

支援分 

 

 

根拠条例・要綱・規則

等 

  

 

６ 利用者負担減免

（法人等減免）  

対象者の基準 

（拡大分） 

 

 

 

 

 

対象者の把握方法 

 

 

 

決定時期 

 

認定証の有無 

認定証の交付方法 

 

根拠条例・要綱・規則

等 

  

７ 旧措置者の特定標

準負担額 

 

 

８ 標準負担額減額 

 

 

根拠条例・要綱・規則

等 

 

国の基準どおり 

国の基準どおり 

 

 

峰山町訪問介護利用者負担額補 

助金交付要綱 

 

 

町民税非課税世帯で本人の収入

額が年間４２万円以下（必要経費

控除前）の者 

 

 

 

 

 

 

新規対象者の申告状況を把握し、

該当と思われる方に収入申告書

と申請書を郵送 

 

６月 新規対象者は随時 

 

有 

郵送 

 

峰山町社会福祉法人等介護保険

利用者負担減免助成金交付要綱 

 

６月 対象者に案内 

 

 

 

６月 対象者に案内。新規は随時 

 

 

峰山町介護保険条例施行規則 

 

同左 

同左 

 

 

大宮町訪問介護利用者負担額補

助金交付要綱 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

減免実施法人の受給者を個々に

調査 

 

 

同左 

 

同左 

個人宅や施設で直接手渡し 

 

大宮町介護保険サービス利用者

負担額補助金交付要綱 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

大宮町介護保険施行規則 

 

同左 

同左 

 

 

網野町訪問介護利用者負担額補

助金交付要綱 

 

 

①在宅サービスは、町民税非課税

世帯であり、合計所得金額が０円

の者のうち町長が軽減の必要が

あると認めた者 

②町民税非課税世帯の介護福祉

施設サービス利用者であって、特

養費用徴収基準収入区分４２万

円以下の者 

 

認定後、課税状況を確認し、該当

者に申請案内し、決定する 

 

 

同左 

 

同左 

郵送 

 

網野町社会福祉法人等利用者負

担減免助成金交付要綱 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

網野町介護保険条例施行規則 

 

同左 

同左 

 

 

丹後町訪問介護利用者負担額補

助金交付要綱 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請による 

 

 

 

同左 

 

同左 

同左 

 

丹後町社会福祉法人等利用者負

担減額減免措置事業実施要綱 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

丹後町介護保険条例施行規則 

 

同左 

同左 

 

 

弥栄町訪問介護利用者負担額支

援事業実施要綱 

 

 

町民税非課税世帯の要介護、要支

援認定者 

 

 

 

 

 

 

 

認定後、課税状況を確認し、該当

者に申請案内し、決定する 

 

 

同左 

 

同左 

同左 

 

弥栄町介護保険サービス利用者

負担額支援事業実施要綱 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

弥栄町介護保険条例施行規則 

 

同左 

同左 

 

 

久美浜町訪問介護利用者負担額 

支援事業実施要綱 

 

 

峰山町と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

町で対象者調査 

 

 

 

同左 

 

同左 

同左 

 

久美浜町社会福祉法人利用者負 

担額減額助成金交付要綱 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

久美浜町介護保険条例施行規則 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 19－17 介護保険の取扱い 整理番号 １９－１７－４－２ 専門部会名 保健福祉部会 

分    類 ４ 受給者管理 分科会名 介護保険分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

（案） 

５ 利用者負担減免 

    

   現行のまま、新市に継承する。 

 

 

６ 利用者負担減免（法人減免）． 

 

   網野町の例により、統一する。 

 

 

７ 特定標準負担額 

 

   現行のまま、新市に継承する。 

 

 

８ 標準負担額 

     

現行のまま、新市に継承する。 

 

 

５ 利用者負担減免 

   

  各町とも同一の事務を行っている。 

 

 

６ 利用者負担減免（法人減免） 

     

  各町により、扱いが異なる。 

 

 

７ 特定標準負担額 

 

    各町とも、同一の事務を行っている。 

 

 

８ 標準負担額 

    

   各町とも同一の事業を行っている。 

小委員会確認期日  協議会確認期日  

 



 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

 



 1

峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

１ 社会教育事業 

・実施の根拠 

  

 

 

 

 ・実施体制 

   

 

 

 ・推進の重点 

 

「峰山町教育推進の重点」 

・社会教育 

に基づき実施 

 

 

担当  

社会教育係 

 

 

 国際化、情報化、高齢化など変

化の激しい社会の中で、家族環境

の変化及び地域の社会構造の弱

体化は深刻な問題となっている。

家庭及び地域社会の機能の回復

と発展は、住民生活の基盤を支え

るとともに、地域の青少年を守り

育てる上で緊急かつ重要な課題

である。 

 峰山町の社会教育は、憲法と教

育基本法及び京都府教育委員会

の「指導の重点」を踏まえ、社会

の変化に対応した学習機会の充

実を図るとともに、人生の各時期

に応じた学習の提供や自発的な

学習の支援など、町民が生涯にわ

たって学び続けることの出来る

学習環境の整備を目指すもので

ある。 

 

「大宮町社会教育推進の重点」

に基づき実施 

 

 

 

担当 

 社会教育係 

 

 

 大宮町の社会教育は科学技術

の進歩をはじめとする急速な変

化に伴い、高度化・複雑化する

社会の中で、憲法と教育基本法

及び町民憲章の精神に則り、心

豊かな人間の形成を目指す生涯

学習を指向しつつ、生活と地域

の課題に密着した自主的・相互

的な学習活動を重点的に推進し

て、暮らしを高めるとともに、

健康かつ文化的な町づくりに資

するものである。その中でも特

に、核家族化・少子化などに伴

う家庭環境の変化及び地域社会

構造の弱体化は深刻な問題とな

っている。このため、家庭及び

地域社会の機能の回復と発展は

住民生活の基盤を支えるととも

に地域の青少年を守り育てる上

で、緊急かつ重要な課題である。

そのために、特に第３次大宮町

総合計画を基本にして、家庭・

地域・学校と積極的な連携を図

るとともに、地域の実態に即し

て形態と方法に工夫を凝らしな

がら町民の多様な学習要求に応

え、また意欲を喚起しつつ地域

 

「網野町学校教育・社会教育」

の重点に基づき実施 

 

 

 

担当 

 社会教育係 

 

 

社会教育においては、少子・

高齢化、情報化・国際化など、

急速、急激に変化する社会にあ

って、町民一人ひとりが心豊か

で幸せな生活を送るために、生

涯にわたって主体的に学習する

ことのできる機会を創造し、町

民の幸せを守り住みよいふるさ

とづくりへの課題を追求する。

そして、町民の願いと生活実

態に即した社会教育を実践する

ため、常に町民の声を聞き、新

たなアイデアを取り入れ、発想

の転換を図るとともに、人づく

り、町づくりを進める社会教育

を目指す。 

 

「丹後町学校教育・社会教育」

の重点に基づき実施 

 

 

 

担当 

 社会教育係 

 

 

 京都府教育委員会の［平成１

４年度社会教育指導の重点］を

踏まえて、「平成１４年度丹後町

社会教育推進の重点」を策定す

る。 

 国内外共に経済、社会の変化

の激しい中、丹後町においても

人権・環境・国際理解など現代

的課題に対し、住民からの様々

な学習要望も高まりを見せてい

る。 

 生涯学習は、「各人の自発的意

思によって、手段・方法を自ら

の責任において、自由に選択し

主体的に行う学習」である。 

 そのためには、社会のあらゆ

る教育機能を有機的に関連付

け、多様な学習機会の提供や自

発的な学習活動支援を始め、「町

づくりは人づくり」を合言葉と

して、一般行政も含めた相互の

連携も密にしながら、町民が生

涯にわたって学び続けることが

出来る学習環境の整備充実に努

める。 

 

「弥栄町教育推進の重点」 

・社会教育 

に基づき実施 

 

 

担当 

 社会教育係 

 

 

 社会教育においては、町民憲

章を根底にした「人づくりは町

づくり」の基本に立ち、心触れ

合う明るく豊かな地域社会の創

造を目指すため、人生の各時期

に応じた多様な学習機会の提供

や自発的な学習活動の支援な

ど、町民が生涯にわたって学び

続けることが出来る学習環境の

総合的な整備・充実に努める。

 そのため、家庭・地域・学校

と相互に連携を深めながら、国

際化・情報化・高齢化など変化

の激しい社会の中で、地域の実

態に即した特色ある学習活動を

進め、他の行政機関も含めた生

涯学習の企画・推進を図り社会

教育の一層の充実に努める。 

 

「久美浜町社会教育推進の重

点」に基づき実施 

 

 

 

担当 

 社会教育課 

 

 

 社会教育は、憲法と教育基本

法の精神に基づき、住民自治の

確立による健全で公正民主的な

社会の実現を目指すことを目的

とする。これは、お互いの人権

を尊重しあい、自分たちの地域

や町を住みよくしようとする自

発的、組織的な相互教育活動で

ある。 

しかし、住民の生活は、科学

技術の進歩をはじめとする急速

な社会の変化に伴い、複雑、多

様化が進み、常に変化する社会

に適応していく能力が求められ

ている。 

さらに、国際化、高齢化など

新たな理解と対応が求められる

課題があるが、特に、核家族化、

少子化などに伴う家庭環境の変

化及び地域社会構造の弱体化

は、深刻な問題となっている。

しかし、学校週五日制が完全実

施されるのに伴い、家庭および

地域社会が果たす役割はますま

す重要になってくる。このため

家庭及び地域社会における教育

機能の回復は、住民生活の基盤 

根拠条例・要綱・規則等       
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

（案） 

現行のまま、新市に継承する。 

 新市において「社会教育推進の重点」を作成し、社会教育事業を実施する。 

 

１ 社会教育事業 

  各町の課題に基づき、独自の事業を実施している。 

小委員会確認期日 平成  年  月  日 協議会確認期日 平成  年  月  日 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

１ 社会教育事業 

 ・推進の重点 

 の特性を生かした学習環境の計

画的・総合的な整備・充実に努

める。 

   を支えるとともに地域の青少

年を守り育てる上で緊急かつ重

要な課題となっている。 

 このような時代の中で、住み

よい地域を作り、生きがいのあ

る暮らしを実現していくために

は、一人ひとりが学習意欲を持

ち、生涯にわたる学習と健康・

体力づくりを通して、豊かな知

識と社会の変化に対応できる能

力を身につけ、主体的な相互学

習や組織的な地域活動を通し

て、思いやりのある人間関係の

形成と地域を支える意欲と行動

力を養うことが必要である。ま

た、学習環境を整備するととも

に、学習機会や情報提供機能を

充実し、住民の主体的な活動を

支援していくことが社会教育の

果たすべき重要な役割である。 

 このため、本町の社会教育は、

第四次久美浜町総合計画に基づ

き、「ふれあいの中で学び育む町

づくり」を目指して、地域の自

治意識と連帯感を高め、厳しい

社会の現実に対処していく意欲

と行動力のある人づくりを進め

る。 

根拠条例・要綱・規則等       
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

  

小委員会確認期日 平成  年  月  日 協議会確認期日 平成  年  月  日 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

１ 社会教育事業 

（実施内容） 

 ①青少年教育 

 

事業名 楽しいおやつづ

くり 

回 数 １回 

主催者 中央・社協 

概 要 小学生対象 

２７名参加 

 

事業名 工作教室 

回 数 ２回 

主催者 中央・社協 

概 要 小学生対象 

バギーカー４０

名参加、カメラつ

くり３４名参加 

 

事業名 はんごうすいさ

ん体験 

回 数 ２回 

主催者 中央・社協 

概 要 小学生対象 

３０名参加 

 

事業名 陶芸にチャレン

ジ 

回 数 ２回 

主催者 中央・社協 

概 要 小学生対象 

７２名参加  

 

事業名 青少年芸術シア

ター 

回 数 ２回

主催者 教育委員会 

概 要 芸術鑑賞（小学校

児童・中学校生

徒） 

 

事業名 工作教室 

回 数 １回

主催者 関西電力 

概 要 ソーラーカー模

型つくり・電気ク

イズ他 

 

事業名 夏祭り夜間パト

ロール 

回 数 ５回

主催者 青少年健全育成

会 

概 要 町内施設・夏祭り

のパトロール 

 

事業名 ふれあい花つく

り事業 

回 数 ４回

主催者 青少年健全育成

会 

概 要 種蒔、花壇作り、

片付け  

 

事業名 リーダー研修キ

ャンプ 

回 数 １回

主催者 教育委員会 

概 要 １泊２日、自然体

験を通したリー

ダー研修 

 

事業名 子供電気工作教

室 

回 数 １回

主催者 教育委員会 

概 要 関西電力との共

催で電気に関す

るクイズ・工作 

 

事業名 しめなわづくり 

回 数 １回

主催者 教育委員会 

概 要 親子で正月のし

めなわ作り 

 

事業名 ユタッコ仲間 

回 数 ４回

主催者 教育委員会 

概 要 おもちゃ作り、ハ

イキング、染色な

どの体験と交流  

 

事業名 丹後ふるさと探

検隊 

回 数 ８回

主催者 教育委員会 

概 要 土の学校、カヌ

ー、キャンプ、ウ

ォーキング 

 

事業名 子ども人形劇 

回 数 １回

主催者 教育委員会 

概 要 人形劇鑑賞。おお

むね小学生以下

が参加 

 

事業名 少年少女意見発

表会 

回 数 １回

主催者 健全育成会 

概 要 町内各小学校代

表の意見発表大

会・文集作り 

 

事業名 夏祭り夜間パト

ロール 

回 数 ３回

主催者 健全育成会 

概 要 港祭り・地蔵盆・

穴文殊  

 

事業名 やさか探検隊 

回 数 ４回

主催者 教育委員会 

概 要 町内小学高学年

を対象に体験学

習 

 

事業名 星空観察会 

回 数 ３回

主催者 教育委員会 

概 要 季節ごとに星空

を親子で観察 

 

事業名 電気工作教室 

回 数 １回

主催者 そだてる会 

概 要 関西電力の協力

で電気の勉強を

行う。 

 

事業名 映画会 

回 数 ３回

主催者 教育委員会 

概 要 夏休み、冬休み、

春休みに映画会

を実施 

 

事業名 少年少女水泳大

会 

回 数 １回

主催者 そだてる会 

概 要 クロール、背泳ぎ

平泳ぎの個人記

録を測定  

 

事業名 サバイバルキャ

ンプ 

回 数 １回 

主催者 教育委員会 

概 要 班別自主行動、歴

史街道探検、海岸

探索（３泊４日） 

 

事業名 ふるさと再発見

未来塾 

回 数 ６回 

主催者 教育委員会 

概 要 川上谷川の自然

と歴史体験、源流

体験 

 

事業名 子供の主張発表

会 

回 数 １回 

主催者 教育委員会 

概 要 小学生７人、中学

生４人の意見発

表 

 

事業名 星空観察会 

回 数 ３回 

主催者 教育委員会 

概 要 夏・秋・冬の星座

観察  

根拠条例・要綱・規則等       
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

  

小委員会確認期日 平成  年  月  日 協議会確認期日 平成  年  月  日 



 4

峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

１ 社会教育事業 

（実施内容） 

 ①青少年教育 

 

事業名 ウォークラリー

大会 

回 数 １回 

主催者 中央・社協 

概 要 小学生対象 

７９名参加 

 

事業名 わんぱくアウト

ドアｉｎ天女の

里 

回 数 ２回 

主催者 中央・社協 

概 要 小学生対象 

３９名参加  

 

事業名 親子陶芸、染色教

室 

回 数 １回

主催者 青少年健全育成

会 

概 要 陶芸、染色  

 

事業名 囲碁教室 

回 数 ４回

主催者 教育委員会 

概 要  

 

事業名 絵本の読み聞か

せ 

回 数 ３０回

主催者 教育委員会 

概 要 中央及び各地区

で実施  

 

事業名 絵本読み聞かせ

教室 

回 数 １０回

主催者 中央公民館図書

室 

概 要 地区公民館単位

で実施  

 

事業名 親子ふれあいフ

エスティバル 

回 数 １回

主催者 そだてる会 

概 要 科学に親しむ実

験教室 

 

事業名 たこづくり講習

会 

回 数 １回

主催者 そだてる会 

概 要 和凧を作る 

 

事業名 新春たこあげ大

会 

回 数 １回

主催者 そだてる会 

概 要 手作りの凧を工

夫してあげる 

 

事業名 人形劇 

回 数 １回

主催者 教育委員会 

概 要 幼児から小学低

学年を対象にし

た人形劇  

 

事業名 青少年海外研修 

回 数 １回 

主催者 教育委員会 

概 要 オーストラリア

訪問、内、ホーム

スティ（３泊４

日）  

根拠条例・要綱・規則等      久美浜町青少年海外派遣交流事

業補助金交付要綱 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

  

小委員会確認期日 平成  年  月  日 協議会確認期日 平成  年  月  日 

 



 5

峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

１ 社会教育事業 

（実施内容） 

 ②障害者教育 

 

事業名 峰山町パラリン

ピック 

回 数 １回 

主催者 教育委員会 

概 要 グラウンドゴル

フ大会 

中学生ボランテ

ィア  

 

事業名 丹後地方聴覚障

害者研修会 

回 数 １回

主催者 丹後地教委連 

概 要 見学、活動交流

会 

 

事業名 丹後地方視覚障

害者研修会 

回 数 １回

主催者 丹後地教委連 

概 要 見学、活動交流

会 

 

事業名 視覚障害者教育

指導者研修会 

回 数 １回

主催者 京都府教育委員

会 

概 要 講演・講話  

 

事業名 聴覚障害者見学

会 

回 数 １回

主催者 教育委員会 

概 要 近郊施設見学 

 

事業名 視覚障害者見学

会 

回 数 ２回

主催者 教育委員会 

概 要 近郊、町内施設

見学 

 

事業名 障害者青年教室

回 数 ４５回

主催者 教育委員会 

概 要 毎週土曜日活

動、学習・スポ

ーツ・交流活動

等  

 

無 

 

事業名 青年教室 

回 数 １０回

主催者 教育委員会 

概 要 知的障害者の社

会参加活動を援

助 

 

事業名 視聴覚障害者合

同研修会 

回 数 １回

主催者 教育委員会 

概 要 視聴覚障害者の

社会参加活動の

機会の提供  

 

事業名 職業教室 

回 数 ９回 

主催者 教育委員会 

概 要 体験学習、職業

技術、社会見学、

交流会等 

 

事業名 視覚障害者教室 

回 数 ４回 

主催者 教育委員会 

概 要 社会見学、体験

学習、交流会等 

 

事業名 聴覚障害者教室 

回 数 ４回 

主催者 教育委員会 

概 要 社会見学、体験

学習、交流会等  

根拠条例・要綱・規則等       
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

  

小委員会確認期日 平成  年  月  日 協議会確認期日 平成  年  月  日 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

１ 社会教育事業 

（実施内容） 

③成人教育（情報教

育含む） 

 

事業名 地域文化セミナ

ー 

回 数 ２回 

主催者 中央公民館 

概 要 ７月１８日、９

月１０日実施 

１１２名参加 

講師：府立大学

教授等 

 

事業名 史跡めぐり 

回 数 ２回 

主催者 中央公民館 

概 要 清水寺、大徳寺

１３９名参加 

 

事業名 紙手紙入門教室 

回 数 ４回 

主催者 中央公民館 

概 要 延べ７３名参加 

 

事業名 紙手紙年賀状講

座 

回 数 ４回 

主催者 中央公民館 

概 要 延べ５７名参加 

 

事業名 ふるさとの味料

理教室 

回 数 ２回 

主催者 中央公民館 

概 要 講師：峰山地域

生活研究グルー

プ 

延べ２９名参加  

 

事業名 絵本原画展 

回 数 １回

主催者 教育委員会 

概 要 絵本の原画作品

展示 

 

事業名 ＩＴ講習会 

回 数 ２７回

主催者 教育委員会 

概 要 パソコン教室  

 

事業名 町政見聞セミナ

ー 

回 数 ５回

主催者 教育委員会 

概 要 町行政をテーマ

にした講座、施

設見学等 

 

事業名 ＩＴ講習会 

回 数 ３６講座

主催者 教育委員会 

概 要 ６回シリーズ、

初級中心のパソ

コン教室  

 

事業名 丹後町夏期大学

講座 

回 数 １回

主催者 中央公民館 

概 要 講演会毎年７月

下旬から８月上

旬にかけて実施

 

事業名 パソコン講座 

回 数 ６回

主催者 教育委員会 

概 要 内容は、ＩＴ・

ワード・エクセ

ルを中学校・公

民館で実施  

 

事業名 ＩＴ講習会 

回 数 １３回

主催者 教育委員会 

概 要 パソコンの初歩

を指導 

 

事業名 ＩＴ講習会 

回 数 ９回

主催者 商工会 

概 要 エクセル、ワー

ド等を指導  

 

事業名 地域課題講座 

回 数 ２回 

主催者 地区公民館 

概 要 地域づくり（久

美浜二区、海部

公民館） 

 

事業名 地域文化セミナ

ー 

回 数 ２回 

主催者 教育委員会 

概 要 高齢者問題・地

域課題 

 

事業名 エアロビクス教

室 

回 数 ９回 

主催者 教育委員会 

概 要 海部公民館共催 

 

事業名 ３Ｂ体操教室 

回 数 １２回 

主催者 久美浜一区公民

館 

概 要  

 

事業名 公民館活動基礎

講座 

回 数 １回 

主催者 教育委員会 

概 要 講義・実践報

告・交流会  

根拠条例・要綱・規則等       
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

  

小委員会確認期日 平成  年  月  日 協議会確認期日 平成  年  月  日 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

１ 社会教育事業 

（実施内容） 

③成人教育（情報教

育含む） 

 

事業名 楽しい陶芸入門

教室 

回 数 １回 

主催者 中央公民館 

概 要 講師：高齢者大

学生 

延べ２６名参加 

 

事業名 マジック入門教

室 

回 数 ２回 

主催者 中央公民館 

概 要 延べ２８名参加 

 

事業名 パソコン入門教

室 

回 数 ２７回 

主催者 中央公民館 

概 要 ４０５名参加 

 

事業名 パソコンステッ

プアップ教室 

回 数 ６回 

主催者 中央公民館 

概 要 １０６名参加 

 

事業名 読書会 

回 数 ７回 

主催者 中央公民館 

概 要 延べ１７２名参

加  

     

事業名 自分史講演会 

回 数 １回 

主催者 教育委員会 

概 要 自分を綴る  

根拠条例・要綱・規則等       
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

  

小委員会確認期日 平成  年  月  日 協議会確認期日 平成  年  月  日 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

１ 社会教育事業 

（実施内容） 

④女性教育 

 

事業名 ハーブ講座（昼） 

回 数 ３回 

主催者 中央公民館 

概 要 延べ３５名参加 

 

事業名 ハーブ講座（夜） 

回 数 ３回 

主催者 中央公民館 

概 要 延べ４３名参加 

 

事業名 ハーブのリース

作り（昼） 

回 数 １回 

主催者 中央公民館 

概 要 ２２名参加 

 

事業名 ハーブのリース

作り（夜） 

回 数 １回 

主催者 中央公民館 

概 要 ２５名参加 

 

事業名 おしゃべりパン

工房Ａ 

回 数 ６回 

主催者 中央公民館 

概 要 延べ１１３名参

加  

 

無 

 

事業名 いきいき女性講

座 

回 数 ２講座

主催者 教育委員会 

概 要 料理１講座（３

回）、小物作り１

講座（３回） 

 

事業名 いきいき女性講

演会 

回 数 １回

主催者 教育委員会 

概 要 男女共同参画社

会を目指した講

演  

 

事業名 講演会 

回 数 １回

主催者 教育委員会 

概 要 男女共同参画社

会、ジェンダー

を取り上げる  

 

無 

 

無 

根拠条例・要綱・規則等       

  



 8

峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

  

小委員会確認期日 平成  年  月  日 協議会確認期日 平成  年  月  日 



 9

峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

１ 社会教育事業 

（実施内容） 

④女性教育 

 

事業名 おしゃべりパン

工房Ｂ 

回 数 ６回 

主催者 中央公民館 

概 要 延べ１１４名参

加 

 

事業名 パソコン入門教

室 

回 数 １回 

主催者 中央公民館 

概 要 ９名参加  

     

事業名 佐濃地区女性講

座 

回 数 ８回 

主催者 教育委員会 

概 要 希望による総合

的な講座（佐濃

公民館と共催） 

 

事業名 川上女性ふるさ

と教室 

回 数 ８回 

主催者 教育委員会 

概 要 希望による総合

的な講座（川上

公民館と共催）  

根拠条例・要綱・規則等       
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

  

小委員会確認期日 平成  年  月  日 協議会確認期日 平成  年  月  日 

 



 10

峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

１ 社会教育事業 

（実施内容） 

⑤高齢者教育 

 

事業名 高齢者大学 

回 数 ２回 

主催者 中央公民館 

概 要 開講式、閉講式、

記念講演 

 

事業名 絵画教室 

回 数 １６回 

主催者 中央公民館 

概 要 受講者３６名 

 

事業名 書道教室 

回 数 ２０回 

主催者 中央公民館 

概 要 受講者２０名 

 

事業名 俳句教室 

回 数 ８回 

主催者 中央公民館 

概 要 受講者２９名 

 

事業名 陶芸教室 

回 数 １８回 

主催者 中央公民館 

概 要 受講者２６名 

 

事業名 民謡教室 

回 数 １６回 

主催者 中央公民館 

概 要 受講者２６名  

 

事業名 大宮町生き活き

教室 

回 数 ８回

主催者 教育委員会 

概 要 講座の実施（教

養、園芸、体験

他）  

 

事業名 高齢者大学一般

講座 

回 数 １１回

主催者 教育委員会 

概 要 講演、見学、体

操等、月１回実

施 

 

事業名 高齢者大学趣味

の講座 

回 数 １０講座

主催者 教育委員会 

概 要 各１０～１６回

実施、趣味、教

養など  

 

無 

 

事業名 映画会 

回 数 １回

主催者 教育委員会 

概 要 単位クラブへの

映画上映  

 

事業名 高齢者大学 

回 数 １２回 

主催者 久美浜町 

概 要 総合的な課題別

講座  

根拠条例・要綱・規則等       
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

  

小委員会確認期日 平成  年  月  日 協議会確認期日 平成  年  月  日 



 11

峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

１ 社会教育事業 

（実施内容） 

⑤高齢者教育 

 

事業名 写真教室 

回 数 １５回 

主催者 中央公民館 

概 要 受講者２６名 

 

事業名 歌謡教室 

回 数 １６回 

主催者 中央公民館 

概 要 受講者５０名 

 

事業名 国際理解教室 

回 数 １１回 

主催者 中央公民館 

概 要 受講者２７名 

 

事業名 ちぎり絵教室 

回 数 １０回 

主催者 中央公民館 

概 要 受講者２３名 

 

事業名 コーラス教室 

回 数 １９回 

主催者 中央公民館 

概 要 受講者８０名 

 

事業名 専門教室交流Ｇ

Ｇ大会 

回 数 １回 

主催者 中央公民館 

概 要 参加者５６名 

峰山球場（芝）  

     

根拠条例・要綱・規則等       
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

  

小委員会確認期日 平成  年  月  日 協議会確認期日 平成  年  月  日 



 12

峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

１ 社会教育事業 

（実施内容） 

⑤高齢者教育 

 

事業名 文化財めぐり 

回 数 １回 

主催者 中央公民館、保

健福祉課 

概 要 奈良（薬師寺、

唐招提寺等） 

参加者２６２名 

 

事業名 講演会 

回 数 ２回 

主催者 中央公民館 

概 要 講師：府立大学

教授、延べ１１

２名参加  

     

根拠条例・要綱・規則等       
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

  

小委員会確認期日 平成  年  月  日 協議会確認期日 平成  年  月  日 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

１ 社会教育事業 

（実施内容） 

⑥家庭教育 

 

事業名 乳幼児子育て教

室 

回 数 ４回 

主催者 中央公民館 

概 要 大人１８３名、 

子供１５４名参

加 

 

事業名 サンタが家にや

ってきた 

回 数 １回 

主催者 中央公民館 

概 要 ６４世帯、１２

９名、ボランテ

ィア（高校生１

９名、一般８名）  

 

事業名 家庭教育講座 

回 数 ２回

主催者 保育所 

概 要 町内保育所にお

いて講演を実施

 

事業名 家庭教育講演会

回 数 １回

主催者 教委・ＰＴＡ他

概 要 家庭教育講演会

を実施 

 

事業名 子育て講座 

回 数 ３回

主催者 教育委員会 

概 要 町内小学校入学

説明会時に講演

を実施  

 

事業名 のびのび子育て

講座 

回 数 ５回

主催者 教育委員会 

概 要 町内各地で子育

てに関する講演

 

事業名 就学前子育て講

座 

回 数 ２回

主催者 教育委員会 

概 要 幼稚園、橘小学

校で実施  

 

事業名 子育て事業の全

国展開 

回 数 ６回

主催者 教育委員会 

概 要 就学前  

 

事業名 子育て講座 

回 数 ３回

主催者 教育委員会 

概 要 小学校入学前の

保護者への家庭

教育講座  

 

事業名 親と子のふるさ

と教室 

回 数 ４回 

主催者 教育委員会 

概 要 親子による久美

浜町の四季の自

然体験 

 

事業名 地区子育て講座 

回 数 ３回 

主催者 教育委員会 

概 要 子育て問題（地

区公民館と共

催） 

 

事業名 保育園別子育て

講座 

回 数 ７回 

主催者 教育委員会 

概 要 就学前の子育て

を考える（ビデ

オ学習・講義） 

 

事業名 青少年問題講演

会 

回 数 １回 

主催者 教育委員会 

概 要 地域ぐるみの子

育てを考える  

根拠条例・要綱・規則等       
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

  

小委員会確認期日 平成  年  月  日 協議会確認期日 平成  年  月  日 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

１ 社会教育事業 

（実施内容） 

⑥家庭教育 

      

事業名 青少年育成町民

のつどい 

回 数 １回 

主催者 教育委員会 

概 要 映画［ハッピー］

の上映（青少年

健全育成会と共

催） 

 

事業名 親と子のはるか

ぜコンサート 

回 数 １回 

主催者 教育委員会 

概 要 子供と大人の手

作りコンサート

（青少年健全育

成会と共催）  

根拠条例・要綱・規則等       
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

  

小委員会確認期日 平成  年  月  日 協議会確認期日 平成  年  月  日 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

１ 社会教育事業 

（実施内容） 

⑦芸術・文化（文化

祭含む） 

 

事業名 夏のステージバ

ラエティ 

実施主

体 

峰山町文化団体

協議会 

事業費 ４００千円 

実施日 ７月２８日 

実施場

所 

京都府丹後文化

会館 

事業の

内 容

琴、大正琴、詩

吟、民謡、３Ｂ

体操、ピアノな

ど１５団体 

該当者  

参加人

数 

 

７００人来場 

 

事業名 秋の文化祭 

実施主

体 

峰山町文化団体

協議会 

事業費 １５０千円 

実施日 １１月２日～４

日 

実施場

所 

中央公民館・京

都府丹後文化会

館 

事業の

内 容

写真、華、陶芸、

染色、書道、ち

ぎり絵、絵画等

の展示 

該当者  

参加人

数 

来場 

３，１２１人  

 

事業名 文化祭 

実施主

体 

文化協会 

事業費 ５０千円

実施日 １１月３日～４

日 

実施場

所 

アグリセンター

大宮、役場前、

中学校自転車置

き場 

事業の

内 容

作品展示 

該当者 ２９団体 

参加人

数 

延べ 

３，０００人

 

事業名 ステージ発表会

実施主

体 

文化協会 

事業費 ５０千円

実施日 １１月１１日 

実施場

所 

アグリセンター

大宮 

事業の

内 容

ステージ発表会

該当者 １７団体 

参加人

数 ３００人 

 

事業名 文化祭 

実施主

体 

文化協会 

事業費 ８００千円

実施日 １１月（総合展

示は４・５日）

実施場

所 

アミティ丹後等

事業の

内 容

総合展、フェス

ティバルオンス

テージ、将棋、

囲碁、俳句、短

歌大会等 

該当者 ２９団体 

参加人

数 

延べ 

３，０００人

 

事業名 文化芸術劇場 

回 数 １回

主催者 文化協会

概 要 狂言、大神楽、

落語鑑賞  

 

事業名 文化祭 

実施主

体 

丹後町文化協会

事業費 ２５０千円

実施日 文化の日前後 

実施場

所 

丹後町中央公民

館他 

事業の

内 容 

展示、舞台発表

該当者 展示７団体、舞

台発表８団体 

参加人

数 

参加者総数 

８００人

 

事業名 みんなの音楽会

回 数 １回

主催者 中央公民館 

概 要 摂津市音楽連盟

演奏家部会出演

 

事業名 丹後町内図画習

字作品展 

回 数 １回

主催者 中央公民館 

概 要 町内保育園児・

小中高生・一般

社会人作品展  

 

事業名 文化祭 

実施主

体 

弥栄町公民館 

事業費 ４２９千円

実施日 １０月最終日曜

～１１月 

実施場

所 

弥栄町公民館 

事業の

内 容

歩こう会、ＧＧ

大会、総合展示、

お茶席、駅伝、

少年野球、短歌

会、俳句会、囲

碁大会 

該当者 町内在住・在勤

者 

参加人

数 延べ４００人 

 

事業名 久美浜町文化祭 

実施主

体 

久美浜町文化協

会 

事業費 １，１３５千円 

実施日 １１月３日～４

日 

実施場

所 

久美浜町公会堂

他６会場 

事業の

内 容

団体展示会、合

同講演、特別展、

文化財展、子供

作品展、映画祭

他 

該当者  

参加人

数 

３４団体 

3,776名来場  

根拠条例・要綱・規則等       
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

  

小委員会確認期日 平成  年  月  日 協議会確認期日 平成  年  月  日 



 16

峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

１ 社会教育事業 

（実施内容） 

⑦芸術・文化（文化

祭含む） 

 

事業名 第２２回みねや

まさつき展 

回 数 １回 

主催者 中央公民館・同好

会 

概 要 ６月２日～３日

出展作品６０店 

１００名来場 

 

事業名 第４９回みねや

ま写真展 

回 数 １回 

主催者 中央公民館 

概 要 １１月２日～４

日、１００点出展 

 

事業名 高齢者大学教室

展 

回 数 １回 

主催者 中央公民館 

概 要 １１月２日～４

日、１７４名出展 

 

事業名 高齢者大学教室

展 

回 数 ３回 

主催者 中央公民館 

概 要 ６月８日、６月１

８日、７月２日、

６３点を銀行、信

金等に展示  

 

事業名 森野嘉光展 

回 数 １回

主催者 教育委員会 

概 要 森野嘉光展示会

 

事業名 アベサンショウ

ウオ写真パネル

展 

回 数 １回

主催者 教育委員会 

概 要 アベサンショウ

ウオ写真パネル

展示会 

 

事業名 小牧源太郎里帰

り展記念講演会

回 数 １回

主催者 教育委員会 

概 要 講演会 

 

事業名 土に埋もれた大

宮の昔展２ 

回 数 １回

主催者 教育委員会 

概 要 発掘出土品の展

示  

  

事業名 古代の里祭り 

回 数 １回

主催者 古代の里資料館

概 要 剣道大会・火起

こし体験・陶芸

石器作り・紙す

き 

 

事業名 文化財特別展 

回 数 ２回

主催者 古代の里資料館

概 要 文化財特別展示 

 

事業名 野の花を生ける

回 数 １回

主催者 文化協会 

概 要 野生の花に親し

む 

 

事業名 納涼の夕べ 

回 数 １回

主催者 文化協会 

概 要 芸能部分の発表

会 

 

事業名 美術鑑賞 

回 数 １回

主催者 文化協会 

概 要 日展を鑑賞  

 

事業名 ひるさがりコン

サート 

回 数 １回 

主催者 教育委員会 

概 要 立命館高校吹奏

楽部によるコン

サート（青少年

健全育成会と共

催） 

 

事業名 ふるさと歴史探

訪 

回 数 ２回 

主催者 教育委員会 

概 要 久美浜町内の文

化財見学  

根拠条例・要綱・規則等       
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

  

小委員会確認期日 平成  年  月  日 協議会確認期日 平成  年  月  日 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

１ 社会教育事業 

（実施内容） 

⑦芸術・文化（文化

祭含む） 

  

事業名 小牧源太郎里帰

り展 

回 数 １回

主催者 教育委員会 

概 要 小牧源太郎作品

展示 

 

事業名 私たちの郷土を

絵にする作品展

回 数 １回

主催者 教育委員会 

概 要 小中学校応募作

品展示 

１，６２９点 

 

事業名 新春カルタ大会

回 数 １回

主催者 教育委員会 

概 要 参加者９５名 

（１２組）  

    

根拠条例・要綱・規則等       
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

  

小委員会確認期日 平成  年  月  日 協議会確認期日 平成  年  月  日 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

１ 社会教育事業 

（実施内容） 

⑧人権教育 

  

事業名 人権啓発映画会

回 数 ２回

主催者 教育委員会 

概 要 人権啓発の映画

会 

 

事業名 人権のつどい 

回 数 １回

主催者 教育委員会 

概 要 人権啓発の講演

会 

 

事業名 人権啓発ニュー

ス 

回 数 ２回

主催者 教育委員会 

概 要 啓発ニュースの

発行  

 

事業名 人権講演会 

回 数 ３回

主催者 教育委員会 

概 要 全町規模１回、

地区２回  

 

事業名 講演会 

回 数 １回

主催者 教育委員会 

概 要   

 

事業名 集会所学習 

回 数 ７回

主催者 教育委員会 

概 要 コミュニテイ会

館を利用した教

養講座 

 

事業名 人権映画会 

回 数 ３回

主催者 教育委員会 

概 要 男女共同参画社

会の啓発映画会 

 

事業名 親と子の習字教

室 

回 数 ２４回 

主催者 教育委員会 

概 要 習字学習 

 

事業名 婦人学習会 

回 数 ２４回 

主催者 教育委員会 

概 要 華道・茶道 

 

事業名 パソコン入門教

室 

回 数 ６回 

主催者 教育委員会 

概 要 パソコン学習 

 

事業名 人権問題講演会 

回 数 １回 

主催者 教育委員会 

概 要 同和教育推進協

議会と共催 

 

事業名 地区別人権学習

会 

回 数 ８回 

主催者 教育委員会 

概 要 人権啓発映画、

意見交換（各地

区１回）  

根拠条例・要綱・規則等       
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

  

小委員会確認期日 平成  年  月  日 協議会確認期日 平成  年  月  日 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

１ 社会教育事業 

（実施内容） 

⑧人権教育 

      

事業名 同和問題視察研

修会 

回 数 １回 

主催者 教育委員会 

概 要 人権ゆかりの地

（京都市） 

 

事業名 人権教育指導者

研修会 

回 数 ２回 

主催者 教育委員会 

概 要 人権啓発映画、

意見交換  

根拠条例・要綱・規則等       
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

  

小委員会確認期日 平成  年  月  日 協議会確認期日 平成  年  月  日 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

２ 成人式  

事業名 峰山町成人式 

実施主

体 

峰山町・峰山町教

育委員会 

事業費 １，１４０千円 

実施日 ３月下旬日曜日 

実施場

所 

京都府丹後文化

会館（式典）、峰

山町中央公民館

（クラス会） 

事業の

内 容

アトラクション

（合唱団）・式

典・意見発表・ア

トラクション（太

鼓）・クラス会（中

学） 

該当者 １７２名 

参加人

数 

１３６名 

出席率７９％  

 

事業名 大宮町成人式 

実施主

体 

大宮町教育委員

会 

事業費 ５００千円

実施日 毎年１月５日 

実施場

所 

アグリセンター

大宮多目的ホー

ル 

事業の

内 容

式典、記念品、

写真撮影、文集

配布 

該当者 １３９名 

参加人

数 

１０６名 

男５１、女５５ 

 

事業名 網野町成人式 

実施主

体 

網野町教育委員

会 

事業費 ７２２千円

実施日 平成１４年３月

２４日 

実施場

所 

アミティ丹後 

事業の

内 容

式典、講演会、

記念写真撮影 

該当者 ２４２名 

参加人

数 

１６７名 

  

 

事業名 丹後町成人式 

実施主

体 

丹後町中央公民

館 

事業費 ４６７千円

実施日 １月５日 

実施場

所 

丹後中央公民館

事業の

内 容 

成人式、立食パ

ーティー 

該当者 町内在住の新成

人及び町内小中

学校卒業の新成

人 

参加人

数 

新成人 

９０名 

その他参加者 

５０名  

 

事業名 成人式 

実施主

体 

弥栄町教育委員

会 

事業費 ５９８千円

実施日 １月第２日曜日

午後１時 

実施場

所 

弥栄町公民館 

事業の

内 容

式典、記念写真、

茶話会 

該当者 町内在住の新成

人及び弥栄中学

校卒業の新成人

参加人

数 

新成人７８名出

席 

その他１２０名

出席  

 

事業名 久美浜町成人式 

実施主

体 

久美浜町・久美

浜町教育委員会 

事業費 ８００千円 

実施日 成人の日前日 

実施場

所 

久美浜町公会堂 

事業の

内 容

式典、意見発表、

記念講演、交流

会 

該当者 ２０２名 

参加人

数 

１３７名 

  

根拠条例・要綱・規則等       
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ４ 社会教育事業に関すること 分科会名 社会教育分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

（案） 

 

 新市に移行と同時に一元化の方向で実施する。 

 

２ 成人式に関すること 

各町とも、独自の内容で実施している。 

 

小委員会確認期日 平成  年  月  日 協議会確認期日 平成  年  月  日 

 



 1

第７回住民・福祉・教育小委員会資料 
 平成１４年１０月１０日 

幼保一元化問題（地方分権改革推進会議の中間論点整理 平成１３年１２月１２日） 
       （地方分権推進委員会 中間報告 平成８年３月２９日）   
待機児童の解消が進められているなかで、従来から論議されてきた幼稚園と保育所の一元

化問題（幼保一元）が新たな注目を浴びつつある。これまでも異なる目的、役割を有するそ

れぞれの制度の枠組みを前提としつつ、文部科学省と厚生労働省の間で緊密な協議が行われ

てきており、施設の共用化の指針策定や子育て支援事業の連携実施等が図られてきているが、

いくつかの自治体では、より踏み込んだ形で幼稚園と保育所の一体的運用や施設自体の統合

の試みが進められつつある。 
   幼稚園、保育所ともにその運営は地方の自治事務であり、地方の裁量によって両者の一体

的運営は既にある程度可能となっているところであるが、地域の実情に応じた合理的、効率

的な行政運営に向けて、国の定めている基準や指針の見直しを更に行い、総合行政化の観点

からの検討を続けていくべきものと考えられる。 
 
【改革の方向】 
   幼稚園、保育所の各制度の弾力化、両制度の一層の連携強化を図る方向で、引き続き検討

する。 
【現状】 
   幼稚園、保育所については、幼稚園は３才児から就学前の児童に対する学校教育施設とし

て、保育所は、ゼロ歳児から就学前の保育に欠ける児童を対象とする福祉機関として、法律

上の位置づけも異なっている。（下記、「幼稚園と保育所の比較」参照） 
【趣旨】 
   女性の社会進出の拡大や雇用形態の多様化、出生率の低下に伴う児童数の減少、地域にお

ける子育て環境の変化などを背景として、幼児教育・保育に対する社会的要望は変化してい

る。延長保育や一時保育は試みられているが、こうした変化への充分な対応となっていない。

幼稚園、保育所について全国一律の基準を適用することは、むしろ今日では、地域の実情に

応じた効率的・効果的な施設の設置運営を妨げる効果を招いている。 
   幼稚園と保育所は、その目的、機能を異にするにしても、同じ就学前の幼児に対する教育、

保育を行なう場であり、多くの共通性を有することから、一方で、保育所については、例え

ば特別保育事業の利用人員等の要件や保育士の配置基準を見直し、他方で、住民にとって利

用しやすい施設とする観点から、施設に関する基準を見直し弾力的な運用を図るとともに、

その費用負担についてもできるだけ均衡を図ることが必要である。 
【留意点】  
   少子社会を向かえ、幼児教育・保育を充実させる観点からも、幼保一元化の必要もあると

の意見もあり、これについて中長期的観点に立って、検討を進めるために次の点が重要とな

ろう。 
① 所管部局を首長部局とするか教育委員会とするかは地方公共団体の主体的判断に委ね
ることをどう考えるか。 
② 幼稚園職員（教諭）と保育所職員（保育士）の資格のあり方等をどう考えるか。 
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③ 幼稚園、保育所への入所要件のあり方をどのように考えるか。 
④ 幼稚園、保育所の運営費等に対する助成のあり方をどのように考えるか。 
⑤ 保育所にかかる措置制度について、幼稚園との連携のなかでどのように考えるか。 

 

【厚生労働省の考え方】 

保育所と幼稚園は機能を異にするものであり、それぞれの制度の中で整備充実を図るとともに、

各地域の実情に応じた設置、運営が可能となるよう、文部科学省と共同して、両施設の連携を強

化しているところ。 

【文部科学省の考え方】 

幼稚園及び保育所については、制度の趣旨・目的は異なるものの、両施設とも幼児を対象とす

る施設であることから、厚生労働省と共同して、両施設の連携を強化するとともに、教育委員会

と福祉部局との両部局間の連携による総合的な行政サービスの提供が行われてきている。 

 

 

中間報告における指摘事項 厚生労働省の取組み方針 

事例の紹介、厚労・文科省間協議の 

継続【一部措置済み】 

地方公共団体の中には、地域の実情を 

踏まえて独自の工夫をしているところが 

あり、こうした地方の幼稚園・保育園の 

連携事例についてとりまとめ、情報交換 

を行うとともに、文部科学省と厚生労働 

省の間で、引き続き両施設の連携の強化 

について協議を進める。 

幼稚園教諭・保育士の資格の一元化 

等【今後の課題】 

養成課程の整合が図られるよう、平成 

１４年度より、保育士の養成課程を見直 

し、両資格を同時に取得しやすくなるよ 

う措置を行ったところである。 

また、幼稚園教諭資格所有者が保育士 

資格を取得しやすい方法について平成 

１５年度中に検討する。 

幼稚園・保育所の制度の一元化 

【将来的な課題】 

保育所と幼稚園は機能を異にするもの 

であり、それぞれの制度の中で整備充実 

を図るとともに、各地域の実情に応じた 

設置、運営が可能となるよう、文部科学 

省と共同して、両施設の連携を強化して 

いるところ。 
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【幼稚園と保育所の比較】 
事項 幼稚園 保育所 
根拠法令 学校教育法 児童福祉法 
目的 幼児を保育し、適当な環境を与え

て、その心身の発達を助長すること

（学校教育法第 77条） 

保護者の委託を受けて、保育に欠け

るその乳児または幼児を保育すること

（児童福祉法第 39条） 
所管 文部科学省 厚生労働省 
対象者 満３歳から小学校就学の始期に達

するまでの幼児とする。（学校教育法

第 80条） 

保育に欠ける乳児、幼児 
 乳児（１歳未満） 
 幼児（１歳から就学始期まで） 

時間 原則として一日４時間を標準とす

る。 
原則として一日８時間とする。（実際

は早朝、延長保育あり） 
保育料 設置者が決定する。 市町村長が保護者の所得に応じて決

定する。 
保育内容 幼稚園教育要領による。 保育所保育指針による。 
教員  幼稚園教諭免許状  保育士資格証明書 
設置基準  幼稚園設置基準による。  児童福祉施設最低基準による。 
設置者  国、地方公共団体、学校法人等  地方公共団体、社会福祉法人等 

  
保育所の種類 

認可保育所 無認可保育所 
 施設の面積、設備、職員（保育士や調理員

等）の資格や人数など、国の定める保育所と

しての基準をすべて備え、都道府県知事の認

可を受けた施設で、公立と私立に区分され

る。 

 都道府県知事の認可は受けていないが、

「横浜保育室」のようにある基準を満たして

いる場合に限り、公費が補助される自治体も

ある。 
 へき地保育所、企業内託児所、保育ママ、

共同保育所などがある。 
  備考 横浜保育室  個人や企業等が経営する認可外保育施設だが、横浜市が独自に保育

料・保育環境・保育時間等に一定の基準を設け，それらの基準を満たす

施設を「横浜保育室」として認定し横浜市が助成する施設   
へき地保育所  公立でごく小規模な保育所 

     保育ママ    一部の自治体で存在する制度。3 人程度の乳幼児を保育し、認可保
育所に入所するまでのつなぎとして利用される場合が多い。 

     共同保育所   保護者と保育者が共同で運営する保育所で、認可保育所に入所する

までのつなぎとして利用される場合が多い。保育運動が活発で、バザ

ーや募金等の負担が重い。 
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幼保一元化の先進例 

Ⅰ千代田区型幼保一元化の試み   行革国民会議ニュース №128 (2001年12月号)から抜粋 

市町村主権フォーラムでは、１１月２２日、石川雅巳千代田区長を訪問、石川区長、大山助役

などから、千代田区が始める幼保一元化の試みについて話を伺うとともに、意見交換を行った。

なお、「千代田区立こども園条例」案は１１月２８日に第４回区議会定例会に提出されたのち、

１２月８日に原案通り可決・成立した。同条例は２００２年４月１日から施行される。 

同条例の条文や内容についての詳細は、千代田区のホームページを参照されたい。 

http://www.city.chiyoda.tokyo.jp/news/release/20011207/1207_2.htm 

１ 概要説明 

石川区長： 今年の２月に区長に当選する直前まで、私は東京都の福祉局長を務め、こどもや福

祉の実務を経験してきた。役人生活で感じたことは、役所や役人は常に自分が出来な

い理由ばかり見つけようとするということである。そのような役所の風土や既存のシ

ステムを「ぶち壊すこと」が私のライフワークである。 

また、我々は戦後の成功体験である成長パイの分与に埋没しすぎて落とし穴にはま

った。２０世紀型の制度や仕組みを一度壊さなければならない。そのために組織を競

争に追い込み、時には無茶な政策を打ち出すことで、組織全体に喜びや刺激を与える

ことを狙っている。その方策の一つとして、今回、幼保一元化に取り組んだ。 

幼保一元化とは、従来の幼稚園・保育園のあり方を規定してきた学校教育法と児童

教育法の枠組みを越え、幼稚園と保育園が一体となった環境において一貫したこども

の保育・教育を行うことである。この取り組みに関しては、「０～５歳児の育成にお

ける文部科学省と厚生労働省の縦割り行政を変えたい」という思いが前提にあった。

千代田区では１９８８年から１３年間にわたる「いずみ保育園」における先行的な取

り組みがある。そこでは０～２歳児は保育園、３～５歳児は幼稚園が担当するという

形を取ってきた。 

いずみ保育園は０～２歳児の人数があまり多くなく、受け取っている補助金の額も

少ない。このため、関係法律の枠や規制を無視し幼保一元化の取り組みを進めるかわ

りに、補助金は受け取らなくても良いと当初は考えていた。しかし、ほかの自治体が

取り組む場合に応用が利くように、ぎりぎり妥協しながら実を取るということを考え

てまとめた。こども園の設置条例はこの１１月の第４回定例会に提出し、２００２年

４月には施行したいと考えている。 

現在、構造改革が議論されているが、分権社会の中では自治体から仕掛けていかな

いと社会は動かない。国の構造改革は所詮省益という壁の中に埋没したものである。

自治体が独自性や独創性を繰り返し発信していくことが、色々なしがらみを打ち破っ

ていくことにつながる。その意味で今回の政策を打ち上げた。 

大山区助役： 最近は保育ニーズの多様化が進んでおり、両施設の共用や職員の兼務についての

弾力的な運用を認めるなど、国でも少しずつ従来の規制を緩和している。しかし、

あくまで児童福祉法と学校教育法の二元的な法体制を前提としている。 

現在、千代田区内では公立の幼稚園が８園、公立の保育園が６園と計１４園の未

就学児童に関わる公立の保育施設が運営されている。最近の保育ニーズと保護者の

就労状況から見ると、幼稚園よりも保育園へのニーズが非常に高い。保育園の方は

入園率は９０％くらいであるが、低年齢になればなるほど児童の待機率が高くなる。
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これに対し幼稚園８園で充足率は５５％と約半分である。私立幼稚園ではさすがに

内部努力等が行われ、充足率こそ７０％前後に達しているが、このまま行くと幼稚

園そのものの存在が危ぶまれる状況にある。 

千代田区では1３年前に幼稚園と保育園を同じ施設の中に設置して一元化を図る

取り組みを検討したが、国の規制の壁は厚く１３年前の状況では一元化という動き

は取れなかった。そこで、やむなく０～２歳児のこどもを保育園で受け入れ３～５

歳児のこどもを幼稚園で受け入れるという「年齢区分方式」を取った。 

その際、保育園的な機能を求める保護者の需要が多いこともあり、３～５歳の幼

稚園の部分についても１７時まで保育を受ける（後に１８時半までになる）形とし、

年齢区分方式における幼稚園でも保育園と同じような時間帯で保育と教育を行う形

にした。 

こうして１３年間にわたって運営を行ってきたが、最近さらに一元化が住民ニー

ズになってきていることもあり、その後も引き続き議会も含めて一元化の議論を行

ってきた。そこで１３年間の実績を踏まえ、新区長の下で一元化に向けて何とか具

体的な推進を図りたいということで、今回「千代田型幼保一元化」を実施しようと

考えた。 

千代田型幼保一元化の基本的考え方は、０～５歳のこどもの視点に立って、一貫

した保育や教育を提供していくことにある。保護者の就労体系にかかわらず同様の

施設で保育する。昨今の少子化の流れから考えると、この方式は一定の数のこども

を確保できるというメリットになる。こうして保護者の保育や教育に対するニーズ

になるべく応えていく。３～５歳児の幼稚園部分については１日４時間のコアタイ

ムで等しく幼稚園教育を行う。その代わり、各家庭の保育力等を踏まえて７時半か

ら１９時半までの間で４パターンの選択肢の中から自由に保育時間を選ぶことが出

来る。 

また、児童福祉法の定める「保育に欠ける」だけでなく、日や時間によって保育

が必要な場合も考えられることから、「保育が必要な」乳幼児も受け入れる。さら

に、一元化することで保育士と幼稚園教諭が持つ専門的ノウハウの交流発揮を図っ

ていく。 

「こども園」の特徴としては、まず保育料の応能化を図る点が挙げられる。低所

得者は低料金、一定の所得額以上の人は一定限度の保育料を負担する。さらに幼稚

園部分についても土曜日や夏季休業中も開園するし、給食や夜食も完全実施する。

千代田区における今後の乳幼児育成のあり方としては、すべてをこども園にするの

ではなく、幼稚園・保育園・こども園の適正配置を行うことで、保護者の選択権の

保障を図っていく方向である。 

計画を実施するにあたって、今年の９月からこども園の対象となる児童の保護者

に対して、区から説明会を行った。その際、保護者からは、「従来の幼稚園・保育

園の枠組みを無視した施設となれば『無認可の幼稚園』になってしまうが、その場

合は卒園証書が出ないので、私立小学校受験にとって不利になる」などの声が挙が

った。それらの声に対応して幼稚園や保育園の認可を取得したが、保護者の不安を

解消するために、現在の園児が卒園するまでの２年間を経過期間とする妥協案を区

から出した。しかし、実施するのであれば早期に行った方が良いという保護者の声
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もあり、最終的には来年４月からの実施の方向となり、１１月２８日に区議会に条

例案を提出する運びである。 

条例案については、現行法の枠を踏まえつつ新たな制度化のあり方を模索した。

しかし都とのやり取りで、かなりの部分が指導・修正された。 

例えば、第１条では現行法の枠組みである「児童福祉法－学校教育法」を明示せ

よという指導があった。つまり、児童福祉法上の保育園と学校教育法上の幼稚園と

いう２つの性格を持つ施設であることを明記しなければならなかった。 

また、第３条の入園資格については、区の原案は「小学校就学前の乳幼児」の記

述のみであったのだが、都からの指導により、「区の保育実施条例第２条の対象と

なる乳幼児」という規定が加えられた。要するに、都は児童福祉法上の「保育に欠

ける場合」を資格に入れることにこだわったのである。 

さらに、第４条も第３条に従い、各々の法律の枠組みに沿って「保育所保育指針

に基づく保育」「幼稚園教育要領に基づく幼児教育」との文言を入れることになっ

た。３項にせめてもの区の意思表示で「その他区長が必要と認める育成事業」を入

れた。 

２ 質疑応答 

以下は、質問に答える形で表明された区の考え方を整理したものである。 

① こども園の名前について 

他にも色々な案があったが、こどもの視点に立つことを考え、平易で呼びやすいという観点

で決めた。最終的には区長の決断だ。 

② こども園の担当部局 

こどものための施策を担当する新たな担当部局を設置する予定である。ただ部署を増やすの

ではなく、福祉部局が行ってきた子育てに関する支援や、教育機関が行ってきた教育相談やい

じめ相談もこの新部局に入れる。いじめや不登校の問題も教育委員会だけに任せるのではなく、

福祉の視点も入れたい。今回はいいチャンスなので全部集めて独立した組織として、こどもに

関する支援・補助策を行っていこうと考えている。ただ、教育委員会は依然として幼稚園を担

当し、第三の組織はこども園だけを管轄する。 

③ 幼稚園教員や保育士の反応 

幼稚園教員の場合、勤務時間が長くなるわけだから多少の抵抗はあった。また幼稚園の場合、

教員組合の存在も考えなければならない。１３年前の試みの時も教員組合と協定書を結んだ。

保育士は労働条件がさほど変わらないので、さして声は上がっていない。組合は、保育士と幼

稚園教諭という違う任用体系の人たちを、同一の施設・同一の職種に置くのはおかしいと言っ

ている。 

④ 教育委員会の対応 

私ども千代田区では公立の幼稚園が多く、こどもが少なくなってきているので、幼稚園が存

続の危機に瀕している。そのため、教育委員会はこども園の創設に従わざるを得なかった。こ

のまま千代田区で公立幼稚園を８園続けようとするとバタバタ廃園していくだろう。教育委員

会にも危機意識があって、お互い歩み寄った方がいいだろうということになった。この面が、

他の地域とは状況が違うところだと思う。 

⑤ 私立幼稚園への説明 

以前のいずみ保育園（年齢区分方式）の際は、折衷案として通園地域を限定した。今回、仮
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にこども園の人気が出た場合、他の通園区域からの希望者が出るかもしれない。他地域枠の定

数を一定限度とし、定数全体をあまり増やさないことで、一気に他の園からこどもが流れるこ

とはない。０～２歳児の定数は若干増やしたが、３～５歳児については増やしていない。これ

がだんだん増えていくと、私立幼稚園・保育園の方から領域侵害との声が出るかもしれない。 

東京都の私学審では、幼稚園業界の中でも保育園併設について議論をしようという動きが出

てきている。幼稚園側の危機意識の表れではないか。 

⑥ 今後の展開 

保護者の働き方が多様化している。今までの幼稚園は土曜日や夏休みには休みであったが、

それではもうやっていけない。ましてや、来年から土曜日は完全休園になる。今の社会状況だ

と保護者からは「土曜日まで幼稚園でやってもらいたい」という声が出てくるのは時間の問題

であろう。そういう意味でこども園については他の地域からも声が上がるだろうと考えている。 

実際、非公式に数件から打診がある。 

⑦ 「幼稚園から保育園へ」「公立から私立へ」という流れ 

絶対「公立から私立へ」の流れの方がよい。例えば0 歳児を１人保育するコストは公立では

６００万円かかるが、親からはその５％しかいただいていない。コスト削減の策として、まず

は給食のアウトソーシングから始めたい。これは３年前までは通達により出来なかったもので

ある。 

今でも幼稚園がだぶついているのだから、現にある社会ストックを活用すればいい話である。

省庁の壁があるから出来ないのだが、そこに取り組まない小泉改革は小手先であり、構造改革

とは言えない。幼保一元化に総務省は積極的である。心ある人は、幼保一元化が最大の構造改

革だと知っている。 

⑧ 都や国との関係 

厚生労働省と文部科学省はお互いせめぎ合っていて手が出せない状況なので、自治体から声

をあげて欲しいというところが本音である。また、我々の条例案の中で国や都は「包含」とい

う文言に強く抵抗していた。都は「連携」にしろと言ってきた。しかし「連携」は、別々の主

体が協力する意味合いがあり、児童の保育・教育を一体に行う千代田型の理念とは合わないか

ら最終的には「包含」で通した。 

⑨ 家庭や地域の役割 

基本的にこどもへの躾は家庭や地域が果たすべきであると思う。学校や園に対して挨拶や躾

を子供に教えて欲しいという声もあるが、それは違うと考える。 

⑩ 千代田区の市への移行の問題 

東京の２３区は一体的に思われているが、その流れは戦前の特別市からのものである。消防

や上下水道は都の管轄になっている。多摩地区の市についても消防は都が担当しているが、こ

れは市が都に委託したものであり、特別区では最初から選択の余地がない。現在は、固定資産

税や法人事業税などは都が徴収し、その４８％を特別区に配分する。しかしこの配分は人口割

なので、千代田区に入ってくる予算は１％しかない。受益と負担の乖離が起こっているわけで

ある。そういうことを考えると独立論が出てくる。千代田区と同様の境遇である港区長も賛同

してくれた。現在のままであると根源的な税金がとれず、ある意味では半人前である。昨年の

地方自治法の改正で、東京の特別区は「基礎的自治体」となった。だが、まだ地方自治法上は

特別地方公共団体である。以上（文責は全て事務局にあります） 
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Ⅱ学校法人 若盛学園 まつぶし幼稚園（埼玉県北葛飾郡松伏町）  HPから抜粋 
社会福祉法人 桜福祉会 こどもの森保育園（同上） 
これまでの幼稚園の形態は同じ年齢の子供たちでひとつのクラスをつくり、 クラスごとのカ
リキュラムで活動することが普通でした。 しかし、私たちが「心の保育」「家庭のようなぬく
もり」などの保育の原点を考えたとき、 「たてわり保育」がベストであると確信しました。ま
つぶし幼稚園では、この「たてわり保育」を長年実践し、 そこでさまざまな成果を見てきまし
た。年上の子供は小さい子の面倒を見、小さい子は面倒を見られることで、その思いやりの心

を育みます。子供は言葉で教えられて育つのではなく、そういった身近な生活体験の中から、

本当の優しさや思いやりの心を育んでいくのです。こういう生活の中から、年上の子は「自分

が役に立つ」ことに喜びを感じ、新たな＜やる気・責任＞を覚え、言葉で指示されることがな

くても自分で考える＜自主性＞を身につけていきます。 
 これは、実はごくごく当たり前のことではありましたが、今までのような保育の形（決めら

れたカリキュラムの中で同じ年齢の子供たちだけの生活）ではなかなか身につけることが難し

かったことでした。私たちはこの保育のすばらしさを体験し、さらに理想に近づけようと、「幼

保一元化」保育に踏み出したのです。 
 
幼保一元化・・・この言葉をはじめて耳にする方もいらっしゃるかと思います。 
「子供の生活を中心にした保育」、「心の保育」を理想として保育を考えた時、「幼保一元化」が

最善の方法といわれながら、日本では今までなかなか実現できなかったことですが、新しい園

舎の完成と同時に「まつぶし幼稚園」は「こどもの森保育園」を設立し、念願の「幼保一元化」

に踏み出しました。（総称：＜こどものもり＞） 
 
森を連想させる建物の中心には交流の場であるひろびろとしたランチルーム。 
それをはさんで両側に幼稚園と保育園があります。 
このランチルームは、幼稚園と保育園をつなぐ出会いの場となっています。 
そしてここでは、さまざまなコーナーを設けて「たてわり保育」が行われています。 
子供たちがカリキュラムにせかされることなく、自分自身の力で育ち合う、私たちが求めてい

た保育です。 
この「幼保一元化」は、また、スタッフの限りない努力に支えられています。これまで長年続

けてきました「たてわり保育」の成功を礎にして、私たちは、この新しい保育システムに情熱

をもって挑んでいます。 
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